別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:新地域支え合いセンター設置モデル事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　環境境生活部　環境生活政策課　地域安全室　地域コミュニティ担当　電話番号：058-272-1111（内　2391）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：6,413千円（前年度予算額：－千円）

	事業内容


	１　事業の内容


身近な地域において、支援を求めている人やその支援ニーズを把握し、ボランティアとして支援したい人との橋渡しを行う「地域支え合いセンター」を小学校区等にモデル的に設置し、住民が主体となって日常的に地域の高齢者や障がい者等の見守り活動や生活支援の活動を行う体制を整備するとともに、事業の成果検証を行う。
【事業の詳細】
　・自治会、地域団体、社協、ボランティア団体、ＮＰＯ等で構成する「モデル事業実
施委員会」を設置
　・次のステップ（３年間）でモデル事業を実施
　　１年目：人材養成、活動拠点の整備
　　　　　　ボランティアの養成、ボランティア・コーディネーターの養成、ボランテ
ィアの募集・登録、ボランティア・ニーズの調査・集約、活動拠点の整備
　　２年目：運営体制の整備、試行実施
　　　　　　ホームページの作成、携帯メール配信システムの導入、事業計画の作成、

ボランティア・コーディネーターの配置、試行的に活動を開始
  　３年目：本格実施
　　　　　　　ボランティアセンターの立ち上げ、年間事業計画に基づく活動の実施、モ

デル事業の成果検証
	２　所要経費


・委託料　　　　　　　　　　　　　　　－（6,413）千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ｖ ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
２ 地域の課題に取り組む県民に満ちた地域をつくるために
	２　これまでの取組状況


　市町村、住民組織、ＮＰＯ、社会福祉協議会等との協働により、自治会・町内会単位において、見守りネットワーク活動、災害時の避難支援のための要援護者支援マップづくり及び高齢者向けのふれあいサロン活動を推進しており、また小学校区・連合自治会単位においては、住民参加による配食サービス、生活支援活動及び宅幼老所の運営を推進するなど、主に福祉課題に対して、住民参加を基本とした地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実に向けた取り組みを推進している。
　
	３　これまでの取組に対する評価


実態調査を通して、高齢者の孤独死、老老介護、認知症、子育て支援などの福祉課題に加え、防災、防犯、消費者被害の防止、環境問題など地域の課題が複雑・多様化していることが明らかとなった。このため、身近な地域においてこれらの課題に総合的にきめ細かく対応できるよう、住民が主体となって日常的に高齢者や障がい者等の見守り活動や生活支援活動を行う体制を構築する必要がある。
	決定額の考え方


健康福祉部の「地域支え合い体制づくり補助金」で対応できることから、これを活用することとし、計上を見送ります。
	要求額の財源内訳（単位：千円）
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